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法令の名称・関連条項とその内容

想定される代替案

（遵守費用）

（行政費用）

（その他の社会的費用）

（費用と便益の関係の分析）
　本案については、今般の改正により遵守費用及び行政費用が新たに発生することとなる。
　一方、利用者保護の充実・利用者利便の向上が期待される。これらの便益の増加というプラス効果は、新たな費用の発生というマイナスの効果を上回ると考
えられる。
（代替案との比較）
　遵守費用や行政費用については、本案と代替案の間に大きな違いはない。
　他方、代替案においては、指定紛争解決機関が存在する場合であっても、銀行等に当該指定紛争解決機関と手続実施基本契約の締結を義務付けないこと
から、指定紛争解決機関を通じた中立・公正かつ実効性のある苦情処理・紛争解決ではなく、銀行等による苦情処理・紛争解決措置を実施することとなるた
め、本案と比較して、便益の増加が小さくなる。

　指定紛争解決機関が存在する場合においても、銀行等に銀行業務等に係る手続実施基本契約の締結を義務付けることはせず、指定紛争解決機関との間で
手続実施基本契約を締結しない場合には、銀行等において苦情処理・紛争解決措置を講じなければならないこととする。

　指定紛争解決機関が存在する場合で、銀行等において当
該指定紛争解決機関と手続実施基本契約を締結する場合に
は、指定紛争解決機関を通じた苦情処理・紛争解決に対応す
るための費用が発生する。
　それ以外の場合には、銀行等においては、苦情処理・紛争
解決措置を講ずるための態勢整備等の費用が発生する。
　指定紛争解決機関が存在する場合、当該指定紛争解決機
関に対する検査・監督に伴う費用が発生する。
　また、指定紛争解決機関と手続実施基本契約を締結してい
ない銀行等において苦情処理・紛争解決措置を講じているか
についての検査・監督に伴う費用が発生する。
　その他の社会的費用は発生しない。

　指定紛争解決機関を通じた中立・公正かつ実効性のある苦情処理・紛争解決等や銀行等
による苦情処理・紛争解決等を通じて利用者保護の充実・利用者利便が向上することが期
待される。

　本案と同様に、利用者保護の充実・利用者利便が向上
することが期待される。ただし、代替案においては、指
定紛争解決機関との手続実施基本契約の締結について、
銀行等の自主的な判断に委ねられるため、苦情処理・紛
争解決の中立性・公正性及び実効性の観点から、本案と
比較して、その効果は限定的となる。

代替案の場合規制の便益

政策評価の結果
（費用と便益の関係の分析等）

規制の事前評価書（要旨）

規制の費用

規制の目的、内容及び必要性等
評価実施時期

政策の名称

代替案の場合

【内容】
①　金融ＡＤＲの実施主体の中立性・公正性及び実効性の確保を図るため、金融商品・サービスに係る苦情処理・紛争解決手続を実施する法人等にについて
　主務大臣による指定制度を設けることとする。
②　銀行等の金融機関（以下、銀行等）は、指定紛争解決機関が存在する場合には苦情処理・紛争解決に係る手続実施基本契約を締結し、指定紛争解決機
　関を通じて苦情処理・紛争解決を行うこととし、指定紛争解決機関が存在しない場合には、苦情処理・紛争解決措置を講じなければならないこととする。
　　なお、当該手続実施基本契約により、銀行等は指定紛争解決機関における苦情処理・紛争解決手続を、正当な理由なく拒んではならないこと等の対応が求
　められるものとする。
【目的及び必要性】
　利用者保護の充実・利用者利便の向上等の観点から、金融ADRを改善・充実させるとともに、金融商品・サービスに対する利用者の信頼性の向上により、信
頼と活力のある金融・資本市場を構築する必要がある。

費用の要素

金融商品取引法第37条の7、第156条の31の2、第156条の39、第156条の40、第156条の44、第156条の54、第156条の58
等
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　指定紛争解決機関が存在する場合、銀行等においては、当該指定紛争解決機関と銀行業務
等に係る手続実施基本契約を締結しなければならず、指定紛争解決機関を通じた苦情処理・紛
争解決手続に対応するための費用が発生する。
　指定紛争解決機関が存在しない場合、銀行等においては、苦情処理・紛争解決措置を講ずる
ための態勢整備等の費用が発生する。

　指定紛争解決機関が存在する場合、当該指定紛争解決機関に対する検査・監督に伴う費用が
発生する。
　指定紛争解決機関が存在しない場合、銀行等において苦情処理・紛争解決措置を講じている
かについての検査・監督に伴う費用が発生する。

　その他の社会的費用は発生しない。

便益の要素



　金融商品取引法等の一部を改正する法律の施行後5年以内に、改正後の規定の実施状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとする。

　金融審議会金融分科会第一部会・第二部会合同会合報告「金融分野における裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ）のあり方について」（20年12月17日公表）に
おいて、金融分野における裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ）の創設について、以下のとおり提言頂いた。
　「業界団体・自主規制機関等の民間団体が金融ＡＤＲを担うこととし、その自主的な申請を受け、金融ＡＤＲの実施体制・能力等を有する者について行政庁が
確認（指定等）を行うことにより、金融ＡＤＲの実施主体の中立性・公正性を確保することが適当である。」
　「金融ＡＤＲ機関における紛争解決等のための取組みの実効性確保のためには、金融ＡＤＲ機関は一定の規則制定権及び実効性確保のための権限を有す
ることが適当である。」
　「金融ＡＤＲの実効性を確保し、利用者保護の充実を図るため、金融ＡＤＲ機関が設立されている場合には、業界団体・自主規制機関等と加盟・加入事業者と
の関係に留意しつつ、金融ＡＤＲ機関の対象範囲内にある金融機関は、紛争解決等に関して利用者から求められた場合、行政庁が指定等を行ったいずれかの
金融ＡＤＲ機関を利用しなければならないとするなど、金融ＡＤＲ機関と金融機関との一定の関係を規律することが適当である。また、紛争解決にあたって、金
融機関に金融ＡＤＲ機関に対する手続応諾義務、事情説明・資料提出義務、結果尊重義務等を課すことが適当である。」
　「金融ＡＤＲの中立性・公正性及び実効性を確保するため、金融機関及び金融ＡＤＲ機関に対する行政庁の一定の権限を設け、行政庁の検査・監督等を含め
た関与を可能とすることが適当である。」

備考

レビューを行う時期又は条件

有識者の見解その他関連事項


